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1 ．はじめに

　地球温暖化の防止を目的とした「気候変動枠組条約」の締結国会議（COP：Conference of 

Parties）は，今年で10回目を迎えた。1997年の COP3（京都会議）では，先進国の温室効果ガス

の削減目標を具体的に定めた「京都議定書」が採択された。温室効果ガスとは，二酸化炭素

（CO2），メタン（CH4），一酸化二窒素（N2O），代替フロンであるHFC，PFC，SF6の 6 種類の

気体が対象となっている。「京都議定書」へのアメリカやロシアの消極的姿勢は，「京都議定書」

の発効時期を遅らせてきたが，最近のロシアの批准により，2005年 2 月に議定書が発効される可

能性が出てきた。これを受けて各国の温室効果ガスの削減実施が本格化することが予想される。

議定書において，日本は，2008年から2012年の間に，1990年度の温室効果ガス排出レベルの 6％

削減を達成しなければならないという目標が掲げられている。アメリカは 7％削減，EUは共同

で 8％削減が設定されている。目標達成には，国，地方公共団体，企業および国民といったすべ

ての主体がそれぞれの役割に応じて総力を挙げて取り組む必要がある。ただし，これらの数値目

標を達成するためには，自国内での削減努力だけでは限界がある。そこで，「京都議定書」には，

目的を達成するための補足的で柔軟な仕組みが設定されている。この仕組みは「京都メカニズ

ム」といわれるもので，クリーン開発メカニズム（CDM：Clean Development Mechanism），

共同実施（JI：Joint Implementation），排出権取引（Emissions Trading）の 3つを指している。

CDMとは，先進国が途上国において排出削減事業を実施し，事業により発生した排出削減量の
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一部を自国に移転させる仕組みである。JI とは，先進国が他の先進国において排出削減事業を

実施し，事業によって発生した排出削減量の一部を自国に移転させる仕組みである。排出権取引

とは，複数の先進国間で排出枠を取引する仕組みである。これらの 3つの仕組みは，いずれも経

済メカニズムを活用して温室効果ガスの排出を抑制しようとするもので，「京都議定書」の発効

とは無関係に，先進的な取組みを進める国や企業において盛んに行われるようになってきた。

　以上のような状況から，企業は自らの事業活動に起因する温室効果ガスの排出量を削減する自

主的努力が求められると同時に国や地方自治体による環境政策にも対応していかなければならな

い。自主的努力には， 2つの取組みが考えられる。 1つには，企業が温室効果ガスの排出量を削

減する計画を自主的に決めて実行することである。しかし，あくまでも自主計画であることから

目標の設定は企業本位のものであり，罰則規定などもない場合が多く，比較的低い削減目標を設

定しがちである。その結果，第三者による監視機構も必要になってくる。もう 1つは，企業が国

や地方自治体と協定を結び，この協定に従って温室効果ガスの排出削減努力を行っていくことで

ある。たとえば，エネルギー消費量が多い企業と国あるいは地方自治体が省エネ促進のための協

定を結び，目標を徐々に強化していき，協定を破った場合には罰則規定もある。このような自主

的努力とは別に，企業は政府による直接規制，環境税（炭素税），補助金制度，排出権取引制度

などの法的あるいは経済的環境政策に直面することが考えられる。しかし，企業に排出削減努力

を促すためのインセンティブ効果の大きさはそれらの政策間で異なると推察される。日本では直

接規制と同様に環境政策の 1つとして取り上げられてきたのが補助金制度である。環境保全に積

極的に取り組んでいる企業は，国や地方自治体から補助金を受けたり，税負担が軽減される（隠

れた補助金）という優遇措置が取られている。

　環境経済学においては，政策手段の選択基準として「経済的効率性」を最も重視しがちである

が，本稿では企業が排出許可水準以上に排出削減努力や技術革新を行おうとする「動学的インセ

ンティブ」を政策選択の基準として考えることにする。補助金制度を除き，それぞれの環境政策

が持つインセンティブ効果の大きさを理論的に定義し，それらの効果を比較することによって，

企業の温室効果ガス削減の技術革新にとってより効果的な環境政策を示していくことを目的とし

ている。

2 ．環境政策とインセンティブ効果

2 ．1　規制的手段（直接規制）

　規制的手段とは，法律によって温室効果ガスの排出量の上限を直接規制することであり，規制

の対象になった発生源（工場や事業場）では確実に排出量を削減することが期待できる。しかし，

すべての発生源に対して規制することは大変困難である。一般的に直接規制をする場合， 1単位

当たりのエネルギーや製品を生み出すことに伴う温室効果ガスの排出量に対して上限を設けたり，

自動車の燃費を一定水準まで向上させるなどの措置が取られる。特に，省エネ法により大量のエ

ネルギーを使用する工場や事業場に対して，合理的使用を義務付けることを行っている。合理的
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使用が行われていない場合には，国が工場や事業場に対して改革の勧告を行い，工場名や事業場

名を公表し，罰金を科すことになっている。また，自動車・家電製品・事務機器などのエネル

ギー効率を定められた期限内に，それぞれの業界の最高の効率水準に追いつくこと義務付けた

トップランナー方式も導入している。

　図 1は，直接規制が企業の排出量削減努力にどの程度のインセンティブ効果を与えるかを示す

ためのものである。ここでは，温室効果ガス削減を目的とした新技術を導入することによって，

企業利得はどの程度変化するかを測定することにする。この企業利得の変化がインセンティブ効

果の大きさを示すことになる。以下のように記号を定義する。

e ＝企業の温室効果ガス排出水準

p＝温室効果ガス排出 1単位当たりの市場価格

　C（e）＝温室効果ガスの限界削減費用関数　　

X＝排出規制がない場合の企業の温室効果ガス排出水準

　いま，ある企業が排出量の直接規制を受けて，e0という排出水準を達成しなければならないも

のとする。企業が温室効果ガスの削減努力を行わない場合の排出水準をXとし，新技術を導入す

る前のこの企業の限界削減費用関数をC0（e）と仮定する。この場合，この企業の排出削減量は（X

－e0）であり，温室効果ガス排出 1単位当たりの市場価格は p0となる。
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0

（　） 

C

A

X

e0（ ） 
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図 1　直接規制によるインセンティブ効果

　ここで，企業が新技術を導入することにより，限界削減費用曲線がC0（e）から C1（e）に低下し

たならば，企業は以下のようなインセンティブ効果 I1たならば，企業は以下のようなインセンティブ効果 I1たならば，企業は以下のようなインセンティブ効果 I を得ることができる。

　　I1I1I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de

　つまり，企業が排出量削減のために新技術を導入することによって得られる利得は，Aの領域

で表せる。
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2 ．2　環境税（炭素税）

　環境税とは環境保全を目的として課す税ということであるが，ここでは地球温暖化を引き起こ

す温室効果ガス，特に二酸化炭素の排出者である企業や個人に課す税として考えることにする。

その意味で，この環境税は炭素税と呼ばれることもある。炭素税を導入することによる次のよう

なインセンティブ効果が期待される。エネルギー価格が上昇し，税負担を削減するために，企業

は省エネルギー設備を開発・導入し炭素排出量を減らすことが予想される。また，企業が課税分

を価格に転嫁することによってその価格が上昇し需要が抑えられる。さらに，温室効果ガスを多

く排出する企業は，排出がより少ない天然ガスの利用に移行することも考えられる。この炭素税

は1990年にフィンランドで最初に導入され，すでにデンマーク，オランダ，ノルウェー，ス

ウェーデンなどで導入されており，日本においても導入が検討されている。

　図 2は，直接規制のときの排出量 1単位当たりの市場価格と同額の環境税 t を課した場合を示

している。このとき，企業はどのような行動をとるか。直接規制における排出量は e0であり，

排出のための市場価格は p0であったが，それと同額の税を適用されると，企業はさらなる削減

努力をしない限り，課税額を減少させることができない。
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図 2　環境税によるインセンティブ効果

　 1単位当たりの排出量に対する税を t ＝C0（e0）とした場合，企業の限界削減費用がC0（e）から

C1（e）に低下したならば，排出量 e0まで課税されるよりも排出量 et まで削減努力をすることを選

択した方が企業の利得は大きくなる。このとき，企業は新技術を導入することによって以下のよ

うなインセンティブ効果 I2うなインセンティブ効果 I2うなインセンティブ効果 I を得ることができる。

　　I2I2I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫e∫e∫t

e0
［t－C1（e）］de

　つまり，このときの企業の利得はA＋Bで表される。ただし，企業が削減努力を行うには，税

が少なくともC1（e0）以上である必要がある。
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2．3　排出権取引―初期配分が無償の場合

　排出権取引とは，二酸化炭素などの温室効果ガスの一定量を国や企業などに割当て，排出量が

その割当てを超えてしまう国や企業は，割当てを下回る排出量の国や企業から排出権を購入する

ことで，全体として，温室効果ガスの総排出量を一定量の範囲内に収めようとする制度である。

この制度は，1968年にトロント大学のデイルズによって提唱された仕組みであり，1975年にアメ

リカの EPA（環境保護庁）が開始した二酸化硫黄の排出権の取引が，初めての本格的な排出権

取引である。排出権取引には 2つの制度的概念がある。 1つは，「キャップ＆トレード方式」と

いい，温室効果ガスの総排出量を設定した上で，個々の国や企業などの排出主体にそれぞれ排出

枠を配分し，その排出枠の一部を移転することを認める方式である。配分された排出主体には

キャップ量以下に排出量を削減する義務が生じる。また，遵守期間終了時に保有する排出枠以下

に削減できなかった場合，さまざまな罰則が科せられることがあるため，排出権取引などにより

不足分を埋め合わせる必要がある。もう 1つは，「ベースライン＆クレジット方式」といい，な

んら削減プロジェクトを実施しなかった場合を排出基準（ベースライン）として定め，これに対

して温室効果ガス削減プロジェクトの実施により得られた削減量をクレジットとして認定した後，

それを売買する方式である。設定された排出主体にはベースライン以下に排出量を削減する義務

が生じる。

　企業に取引可能な排出権の初期配分を無償で与えるという政策を実施した場合，企業が排出削

減努力を行うインセンティブ効果はどの程度になるかを検討する。企業にhという排出権が無償

で与えられた場合，企業は（X－h）だけ排出量を削減するか，排出権を購入するか，あるいは排

出権を売却することが考えられる。排出権の市場価格は 1単位当たり p0であり，企業は e0まで

排出量を削減する。このとき，

　ケース 1： e0＞h ならば，つまり，p0＜C0（h）であり，企業は追加的な排出権を購入することに

なる。

　ケース 2：e0＜h ならば，つまり，p0＞C0（h）であり，企業は排出権を売却することになる。

　ケース 3： e0＝h ならば，つまり，p0＝C0（h）であり，企業は排出権取引を行わないことになる。

　図 3は，e0＞h となるケース 1を示している。限界削減費用がC0（e）から C1（e）に減少し，排出

権の市場価格が p0から p1に低下し，企業の新たな削減水準である e1は p1＝C1（e1）を満たす。こ

のとき，企業は以下のようなインセンティブ効果 I3のとき，企業は以下のようなインセンティブ効果 I3のとき，企業は以下のようなインセンティブ効果 I を得る。

　　I3I3I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫h∫h∫

e0
（p0－p1）de＋∫e∫e∫1

e0
［p1－C1（e）］de

　図の中の領域A＋Bは，排出水準 e0における削減技術向上による利得を示している。また，

領域C＋Dは，新たな排出権の市場価格の下でさらに（e0－e1）だけ排出量を削減した場合の利得

を示している。企業は（e1－h）の排出権を価格 p0に代わって価格 p1で購入することになる。した

がって，領域E＋Fの利得を得ることになる。

　ケース 2では，e0＜h であることから，インセンティブ効果は次のように書き換えることがで
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きる。

　　I′3I′3I′＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de－∫e∫e∫0

h
（p0－p1）de＋∫e∫e∫1

e0
［p1－C1（e）］de

　右辺の第 2項がマイナスになっているが，ケース 1のように e0＞h と考えれば，I3＞h と考えれば，I3＞h と考えれば，I と等しい式

になる。また，ケース 3では，e0＝h であることから，I3＝h であることから，I3＝h であることから，I の第 2項は 0になるので，インセン

ティブ効果は以下のように表すことができる。

　　I″3I″3I″＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫e∫e∫1

e0
［p1－C1（e）］de

2．4　排出権取引―初期配分が競売の場合

　図 4は，排出権の初期配分が競売によって行われ，その後も排出権が定期的に競売にかけられ

ると仮定した場合のインセンティブ効果を示している。企業がゼロ・エミッションを達成するた

めに必要な削減水準はXであり，排出権の市場価格は 1単位当たり p0である。企業の限界削減

費用がC0（e）から C1（e）に低下し，排出権の市場価格も p0から p1に低下したならば，企業は以下

のようなインセンティブ効果 I4のようなインセンティブ効果 I4のようなインセンティブ効果 I を得る。

　　I4I4I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫0

e0
［p0－C1（e）］de＋∫0

e1
［C1（e）－p1］de

　図の中の領域A＋Bは，排出水準 e0における削減技術向上による利得を示している。また，

領域C＋Dは，新たな排出権の市場価格の下でさらに（e0－e1）だけ排出量を削減した場合の利得

を示している。
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図 3　排出権取引によるインセンティブ効果（初期配分が無償の場合）
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3 ．インセンティブ効果の比較

　はじめに，直接規制を行った場合と環境税を導入した場合との政策間のインセンティブ効果の

違いについて検討してみる。直接規制を行った場合，企業が排出削減努力を行うインセンティブ

効果は次のようになる。

　　I1I1I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de

　環境税を導入した場合のインセンティブ効果は次のようになる。

　　I2I2I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫e∫e∫t

e0
［t－C1（e）］de

　したがって，明らかに，

　　I2I2I －I1－I1－I ＝∫e∫e∫t

e0
［t－C1（e）］de＞ 0

となることから，企業にとっても市場全体にとっても，従来型の直接規制による政策よりも環境

税を導入する政策の方がインセンティブ効果が大きくなる。直接規制は，いったん企業が規制水

準を達成してしまえば，インセンティブがなくなってしまう。しかし，環境税の導入は，排出者

である企業が負担を少しでも軽減しようとして排出削減の技術革新を進めることが予想される。

つまり，Bohm & Russel（1985）が主張するように，企業にとって経済的負担が大きくなればな

るほど，技術革新へのインセンティブ効果は大きくなる。ただし，環境税が t C1（e）の場合に

は，I2は，I2は，I I1I1I となり，直接規制よりも環境税の導入はインセンティブ効果が小さくなってしまう。

西條辰義・安本皓信（2002）が示した結果と同じように，低い税率では排出削減への効果は小さ

くなることを意味している。
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図 4　排出権取引によるインセンティブ効果（初期配分が競売の場合）
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　次に，環境税の導入という政策と排出権の初期配分を無償で行う排出権取引という政策とのイ

ンセンティブ効果の違いについて検討する。計算を簡単にするために，前述した環境税を導入し

た場合のインセンティブ効果を次のように書き換えることにする。

　　I2I2I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫e∫e∫t

e0
［p0－C1（e）］de

　　  ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫e∫e∫t

e1
［p0－C1（e）］de＋∫e∫e∫1

e0
［p0－C1（e）］de

　初期の排出権を無償で配分する場合の排出権取引が持つ企業へのインセンティブ効果は次のよ

うになる。

　　I3I3I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫h∫h∫

e0
（p0－p1）de＋∫e∫e∫1

e0
［p1－C1（e）］de

　したがって，次のような式が導かれる。

　　I2I2I －I3－I3－I ＝∫e∫e∫t

e1
［p0－C1（e）］de＋∫e∫e∫1

e0
（p0－p1）de－∫h∫h∫

e0
（p0－p1）de

　企業はhという排出権を無償で与えられているので，企業が売買できる排出権は（e0－h）であ

り，市場均衡においては，n企業からなる市場全体で売買できる排出権は

　　
n

Σ
i=1
［e0i－hi］＝ 0

ということになる。したがって，市場全体において各企業が売買できる排出権の平均的大きさも

0ということになり，e0＝h になる。つまり，

　　I2I2I －I3－I3－I ＝∫e∫e∫t

e1
［p0－C1（e）］de＋∫e∫e∫1

e0
（p0－p1）de＞ 0

ということになり，市場全体から見ると，無償で排出権を与えられて排出権取引を行うよりも環

境税を課される方が，企業にとっては排出削減努力へのインセンティブ効果は大きいことになる。

前述したように，環境税の導入に関しては，低い税率ではインセンティブ効果が小さくなること

から，税率は排出権の市場価格 p0を下回らないという仮定を考慮しなければならない。

　最後に，環境税を導入する場合のインセンティブ効果と排出権取引の初期配分を競売によって

行う場合のインセンティブ効果との違いについて検討する。初期配分を競売で行う排出権取引の

インセンティブ効果は次のようになる。

　　I4I4I ＝∫e∫e∫0

X
［C0（e）－C1（e）］de＋∫0

e0
［p0－C1（e）］de＋∫0

e1
［C1（e）－p1］de

　したがって，次のような式が導かれる。

　　I4I4I －I2－I2－I ＝∫0
e0
［p0－C1（e）］de－∫e∫e∫t

e0
［p0－C1（e）］de＋∫0

e1
［C1（e）－p1］de

　右辺の第 1項と第 2項の和は，et＞ 0 より，プラスになることから，
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　　I4　　I4　　I －I2－I2－I ＞ 0

となり，初期配分を競売によって行う排出権取引の方が環境税を導入する政策よりもインセン

ティブ効果が大きいことになる。

4 ．結　び

　本稿では，環境政策が持つ企業への技術革新のインセンティブ効果について検討してきたが，

「経済的効率性」を基準とした政策選択とは異なるので，新技術を導入する場合の費用について

は考慮していない。あくまでも排出量を削減するための技術革新という「動学的インセンティ

ブ」を基準とした政策選択を検討してきた。

　前節の結果から，ここで取り上げた環境政策の中で最もインセンティブ効果が大きい政策は，

競売をともなう排出権取引であり，次に環境税の導入ということになる。この結果は，Milliman 

& Prince（1989）の結果と類似している。インセンティブ効果が大きいのはどちらも経済的手段

であり，直接規制よりも優位であることを示している。ただし，環境税の導入の場合は，税率を

少なくとも排出権の市場価格以上でなければならないという条件が必要であった。また，排出権

取引に関しても，初期配分を無償で行うか競売で行うかによってインセンティブ効果が異なるこ

とが明らかになった。つまり，企業にとって，より経済的負担が大きい競売による排出権取引の

方が排出量削減の技術革新へのインセンティブ効果が大きくなる。また，初期配分を無償ではな

く，競売で行わなければならないとする理由について，諸富（2000）は，「もし（排出）許可証

が無償配分されてしまえば，既存企業には既得権が認められてしまう反面，新規参入企業は新た

に排出権を購入しなければ市場参入できなくなる」と指摘している。つまり，初期配分の方法の

違いによって企業の温室効果ガス削減努力へのインセンティブ効果に影響を与えてしまうことに

なる。

　地球温暖化に対する環境政策として，直接規制や経済的手段が考えられてきているが，上記の

結果からも，注目すべき政策は環境税（あるいは炭素税）と排出権取引である。日本では，これ

ら 2つの政策を組み合わせることで，より効率的な温室効果ガス削減を達成しようと検討されて

いる。いわゆる「ポリシー・ミックス」の実証研究が，「京都議定書」の発効とともに，地球温

暖化問題に対して，さらに責任ある重要な研究となってくる。
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